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は じ め に

北九州市立大学北九州産業社会研究所と下関市立大学産業文化研究所による関門地域共同研究会

は、2003年度から２年計画で国際観光振興とベンチャー創出・育成に関する調査研究に取り組んで

きた。本号はその成果を昨年度発行の第13号に続いて世に問うものである。

本号は、２部より編成される。第１部は関門地域の国際（インバウンド）観光振興（中国編）で

ある。中国では2000年９月より観光ビザで日本に自費での観光旅行が可能となった。また日本では

2002年のワールドカップサッカー大会の日韓同時開催を期に グローバル観光戦略」が、そして

2003年には「観光立国行動計画」が策定され、「ビジット・ジャパン・キャンペーン」が開始された。

こうした状況の推移を背景に、第１章はインバウンド観光でもっとも巨大で有望な市場である中

国に対する誘致策を導く前提として、ヒアリング調査などにより中国人の訪日旅行の実態と動向を

把握した上で、北九州市と下関市が2004年に設立した「東アジア経済交流推進機構」に基盤を置い

た誘致戦略の立案を提言する（尹）。

第２章は「経済的効果」にとどまらない「政治的効果」までをも含めた「イメージアップ戦略」

「イメージづくり」という広い視野から近代観光の意義を捉え、この視点を基底に中国側から見た

日本観光の問題を分析し （須藤）、第３章は中国の旅行会社の現地でのヒアリング調査等を通して

日本そして関門地域のインバウンド観光振興の課題を検討する（山本）。

第４章ではまず日本における観光政策の展開を６期に分けて簡潔に整理した後、九州各県におけ

る観光推進体制の変化を見、九州の一体化（九州観光）戦略を検討する（松永）。続く第５章は関門

地域および山口県において2004年度に実施された中国人観光客誘致事業の内容と経緯を概略し、今

後の課題と展望を検討している（高島）。そして第６章は、2004年に始めて実現した下関市－青島市

間の国際フェリー「ユートピア号」を利用した中国人観光客に対するアンケート調査を元に、今後

の同号を利用した観光客の誘致方策を検討する（宗近）。

最後に、韓国の旅行業界における日本向け商品の開発・流通の問題を「ランド・オペレーター・

システム」の分析を中心に検討する（中尾）。

第２部第１章は福岡・北九州都市圏の「デス・バレー段階」における資金調達の問題につき、前

号では十分に取り上げることができなかった失敗事例を中心にヒアリング調査を行い、このテーマ

の総括的整理を行う（木村）。第２章は北九州市における産業振興策としてのクラスター形成に資す



る産学連携の充実強化のあり方を検討し、第３章ではドイツにおける地域産業振興のための産学連

携の現状を紹介し、わが国への応用方法を考察する（吉村・徳永）。

最後に第４章では、関門地域におけるベンチャー企業の創出・育成の一環としての福祉産業の展

開の可能性を探るため、ケアマネジャーおよびユーザーに対するアンケート調査を行い、分析する

（関野・永田・堀内）。

関門地域における観光、地域金融、地域産業振興は、いずれも重要な今日的課題である。本号が

関門地域のみならず広く日本の地域の発展に寄与しうることを願っている。

2005年３月

2004年度「関門地域共同研究会」会長

北九州市立大学北九州産業社会研究所所長

山 﨑 克 明
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第１章 中国人訪日旅行の動向と関門地域
インバウンド観光誘致

尹 明 憲

Ⅰ. 観光立国」実現の鍵としての中国

現在「観光立国」が小泉内閣の政策基調の一つとして掲げられており、2003年には「観光立国行

動計画」が策定された。このように観光産業が注目されるのは、その非常に大きな経済効果から21

世紀のリーディング産業と見なされているからである。「観光立国」施策の具体化として2010年に訪

日外国人旅行者を1,000万人に倍増することを目標として、関係省庁、自治体、民間団体・企業が一

体となって2003年度から「ビジット・ジャパン・キャンペーン」を開始した。このキャンペーンで

は訪日促進の重点国・地域として2003年度には韓国、台湾、米国、中国、香港が選定され、各国・

地域ごとの特性に応じた事業を実施している。翌年にはこれに英国、ドイツ、フランスが加えられ

た。これらの中で潜在的市場として最も注目すべき国は中国である。

世界観光機構（WTO）の予測としてしばしば指摘されるように、2020年に中国は世界第４位の観

光客送出し国となり、海外旅行へ出かける中国人が延べ１億人、世界シェアの6.2％を占めるのであ

る。例えば、2002年で海外旅行をした中国人は1,660万人であるが、これは前年比で36.8％の伸張を

示す 。翌年はSARSの影響により中国にとってはインバウンド、アウトバウンドともに打撃を受け

たが、中長期的にはWTOの予測のように中国が観光大国になる可能性は充分にあると言える。

中国からの海外旅行者がこれほど著しい伸びを示しているのは、言うまでもなく好調な経済成長

を続けてきたからである 。2003年前半にはSARSが経済活動に否定的影響を及ぼしたが、それにも

かかわらず後半には急速な回復を示し、年間を通して実質GDPが政府の成長目標の７％を上回る

9.1％の成長を示し、１人当たりの国民所得が1,000ドルを突破して1,090ドルという実績を示した。

このような高度成長によって大都市部の高所得者層が形成されるようになった。同年の都市給与生

活者の平均年収は１万4,040元（約1,696ドル）であるが、このうち総人口の約１割、１億3,000万人

（約4,000万世帯）は年収3,000ドルを超えたとみなされている。特に、広州市の１人当り平均年収

は4,568ドル、上海市は4,500ドルと突出している。

所得増加に伴って中国人の生活様式も変化し、春節（旧正月）、メーデー、国慶節（10月１日）の

長期休暇を利用して国内だけでなく海外への旅行に行く人々が増えてきた。2002年に中国の経済景

気観測センターが北京、上海、広州の市民７百人に行った調査によると、１年以内に海外旅行を計

画している人が６割に達し、そのうち、21.6％が２回目以上、42.2％が始めての海外旅行だった、

という結果も出ている 。

以上のように、中国は日本にとってインバウンド観光での最も巨大で有望な市場であるので、イ

ンバウンド観光の後発地域である関門地域にとっても中国を対象とした誘致策が必要となる。本稿

では、誘致策を導き出すための前提として、関連資料の検討とヒアリング調査などを通じて知り得
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た中国人訪日旅行に関する動向及び実態について述べ、そこから得られる関門地域にとっての含意

を探ることとする。

Ⅱ.中国人訪日旅行者の動向

１.旅行者数の推移

日本を訪れる中国人旅行者数の推移を見ると、図１の通りである 。図１では、日中両国の国交正

常化が実現された1972年から2003年までの推移を示している。1972年には日本を訪れる中国人はわ

ずか643人に過ぎなかったが、改革開放が推進されるようになる80年代後半には10万人台に上る。図

１によると、85年と88年に急増していることが分かるが、85年にはつくば博が開催されたことが、

88年には中国からの就学生が前年の７千人から28千人に急増したことが要因となっている。90年に

入って20万人台に達し、97年に団体での海外観光旅行の自由化が中国国内で開始された後、特に2000

年台に入ってからは日本政府が中国人に対して訪日団体観光ビザの発給を開始するようになり、

2000年に約35万２千人（前年比19.3％増）、2001年に39万１千人（同11.3％増）、2002年には45万２

千人（同15.6％増）と毎年５万人相当の増加を示していたのである。

2003年に入ると、前半（１～６月）にはSARSの影響で特に４月から６月の時期には著しい減少

を示した。次に示す表１では2003年について単月ごとに訪日旅行者数の推移を示しているが、それ

によると、年初から１月４万人台で推移し２～３月には対前年比で20％を上回るほどの急速な増加

を示していたのが、５～６月には一転して１万人台にまで落ち込み、８月に入ってようやく４万人

台に回復した。訪日外国人旅行客総数に対する中国人の比率で見ても、２～４月には10％を越える

比重を占めていたのが、５～６月がわずか３％台、７月が５％台に過ぎず、SARSの影響がとりわ

け中国人旅行者に現れたことが分かる。しかし、８月以降は４万人を上回るほど回復した。国際観

光振興機構の資料によると、2003年の訪日中国人数は44万8,762人で前年比0.8％の減少に留まり、

2004年に入ってからは１～10月までですでに前年を大幅に上回る52万9,711人（暫定値）に上ってい

る 。

ちなみに、中国を訪問する日本人旅行者数を見ると、国交正常化初年の1972年にはわずか891人に

図１.訪日中国人旅行者数の推移
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過ぎなかったが、79年には10万人を突破し88年には59万人まで達した。しかし、翌89年には天安門

事件に起因する外交問題が発生したことで35万９千人減少したが、その後は現在に至るまで増加し

続け、94年には100万人台、2000年には200万人台に達し、2002年現在は298万6,800人に上る。

表１.中国からの訪日旅行者数の推移（月次）

単位：人、％

中国人数 対前年比
訪日外客総数

に対する比重

2001年 391,384 11.3 8.2

2002年 452,421 15.6 8.6

2003年 416,036 -2.1 8.7

１月 40,824 12.2 9.1

２月 41,864 25.3 10.6

３月 49,676 21.0 10.9

４月 42,706 -7.9 12.1

５月 11,280 -69.9 3.9

６月 12,915 -49.0 3.7

７月 28,767 -26.3 5.6

８月 46,765 6.2 8.5

９月 47,303 5.7 10.3

10月 51,007 15.6 9.7

11月 42,929 29.3 9.7

注：2003年は11月まで、他の年は12月までの数値。

資料：社団法人日本観光協会ホームページ資料より作成

これら旅行者は「観光」の他にも「商務」、「留学・研修」などさまざまな目的で日本を訪れるが、

その中で2000年以降認められるようになった団体観光客数について見ると、図２の通りである 。周

知のように、日本への団体観光旅行は2000年９月に北京市、上海市、広東省に限定してこれら２市

１省の住民に査証（ビザ）の発給を解禁することで始まったが、2001年には１万6,750人だったのが、

翌02年には３万3,485人とほぼ倍増した。03年は前述のように５、６月はSARSの影響で皆無であっ

たが、８月以降急回復して最終的に３万人台が確保された。図１に見たように、2000年以降訪日中

国人旅行者がまさにうなぎ上りに増加していったが、この団体観光客が増加要因として大きかった

ことは明らかである。

図２.訪日中国人団体観光客数の推移
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このように日本を訪問する中国人旅行者（インバウンド）は順調な伸張を示しているが、中国を

訪問する日本人旅行者（アウトバウンド）がはるかに多く、2002年には前者の45万2,400人に対する

後者の298万6,800人というように、インバウンドがアウトバウンドの１/６から１/７にしかならな

い。日本の国際観光の問題点として世界全体でのインバウンドがアウトバウンドの１/３にしかなら

ないことは当研究会の前年度報告書でも指摘されているが 、中国に対する観光面での不均衡は世界

全体に対する不均衡以上に極端であることが分かる。

中国政府は中国人の自費国外旅行に対して 有計画、有組織、有控制」(計画的、組織的、制限的)

の政策指針の下で強力なコントロールを続けている 。まず、国際観光到着者数や外貨獲得額の状況

を勘案して、中国観光産業全体の収入が支出を上回る状況を維持することを原則としているのであ

る。実際に通貨危機時の韓国に対して、経済的理由で中国を訪れる韓国人観光客が激減したために、

中国政府が観光収支上の理由から中国人旅行者の韓国渡航を制限したとされる。日本と中国の場合

には、旅行者数で前述した非常に大きな不均衡がある以上、深刻な病疫や破壊的な経済危機など不

測の事態が起こらない限りは、中国政府が中国人旅行者の訪日に観光収支上の理由で制限を加える

ことは考えられない。

中国との観光交流で旅行者数での不均衡が見られるのは、中国側での政府によるコントロールよ

りも、それ以上に観光ビザ発給を認めて来なかった日本政府の政策に起因すると考えられる。なお、

2004年９月に天津市、遼寧省、山東省、浙江省、江蘇省の１市４省にビザ発給を認める地域が拡大

されている。さらに、05年３月に開催される「愛知万博」への観光客誘致のために万博期間中にビ

ザ発給を中国全土に拡大し、その間に旅行客の失踪や不法滞在の急増などの問題が起きなければ恒

久化する方針であることが報道されている 。この措置によって中国での発給対象人口が３億７千万

人から13億人に増えることが指摘されている。ちなみに、韓国と台湾に対しては万博期間中の観光

客に対してビザが免除されることになっている。

外国人観光客誘致を通じて観光振興を図るためには、彼らが入国できる条件が整わなければ不可

能であることは明らかである。このように中国での観光ビザの発給対象が拡大するなら、インバウ

ンド観光市場の規模も拡大し、日本を訪れる中国人観光客の増加が展望できる。

２.中国人の訪日旅行の形態および訪問地

本項では、訪日する中国人の旅行形態や日本での訪問地域等について検討して見ることにする。

まず、旅行形態については、図３に示している 。旅行形態は基本的に個人旅行、団体旅行、その他

の３項目に分類されるが、図３では団体旅行の中で特にパッケージツアーを取り出してその比率を

示している。例えば、全体では個人旅行が66.9%、団体旅行32.0％、その他1.1％という構成であり、

団体旅行32.0%の中で21.2％はパッケージツアー、残り10.8％はパッケージ以外の団体旅行という

ことである。また、比較のために中国の他に訪日外国人旅行者の主要送出し国である韓国（2003年

の訪日外国人旅行者の中での構成比は28.0％）、台湾（同じく15.1％）、香港（5.0％）、中国（8.6％）、

地域としてアジア（67.4％）、北米（15.3％）、欧州（12.4％）の形態別構成比を示している。
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アジアの主要送出し国である韓国と台湾、香港を比べると、韓国では個人旅行が７割を占めるほ

どに多く、団体旅行はすべてパッケージツアーである。韓国では日本観光の情報収集が豊富であり

訪日経験者も数多くいるので、旅行社が企画した旅行商品を設定したり、個人が自ら旅行の手配を

することも容易なのであろう。台湾では団体旅行がやや勝っている。台湾でも日本の情報は豊富に

入手でき日本通が多いはずであるが、外交関係上の背景から個人が観光目的のビザを取得するのに

難があるからではないかと推測される。

中国については、個人旅行が43.6％、団体旅行が55.2％でパッケージツアーの比率が40.2％となっ

ており、すなわちパッケージ以外の団体旅行が15％に上るということである。欧州を別とすれば、

アジア主要国の中でパッケージ以外の比率が高いことが分かるが、それだけ旅行商品の企画化が進

んでいないことを物語るであろう。中国の場合、上の「有計画、有組織、有控制」の原則から個人

よりも「組織」、すなわち団体での国外旅行を優先するので、団体旅行が主流であり続けるであろう

が、中国で訪日観光ビジネスが成熟するにつれてパッケージ商品がより多くなり比重を高めていく

のではないかと考えられる。

次に、訪日外国人旅行者が訪問した目的地（複数回答）を都道府県別に示すと、表２の通りであ

る。ここでは中国と比較するために韓国の調査結果も示している。これによると、どの国・地域で

も同じように東京、大阪、神奈川、千葉、京都、愛知などが上位に位置しており、台湾・香港から

の旅行者には北海道が人気があるので、アジアについては北海道が６位で12.3％の訪問率となって

いる。韓国と中国を比較すると、中国の場合には上の６都府県への集中が明確であり、東京には

64.6％、大阪には43.7％の旅行者が訪問したのに対して、韓国については突出して高い比率を示す

訪問地はなく訪問先が分散しており、１位の東京（37.5％）と２位の大阪（31.2％）の差もわずか

6.3％ポイントに過ぎない。韓国では訪日経験者も多く、東京、大阪は既に訪問しており、他の地域

での観光のために訪日する旅行者が多くいると見受けられる。ここで、福岡県への訪問率を見ると、

外国人旅行者全体では7.0％、アジアの8.9％、韓国の11.3％、中国の6.4％と表れている。北部九州

の各県については、長崎県がそれぞれ2.7％、3.2％、3.3％、2.0％であり、大分が2.4％、3.2％、

5.7％、1.5％、熊本が2.2％、2.8％、2.8％、1.4％という結果になっている。この資料では残念な

図３.訪日外国人旅行者の国籍別旅行形態比率
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がら山口県は上位20位にはいずれの地域にも挙げられていなかった。表２から中国人旅行者は地方

よりも東京、大阪など大都市を選好する傾向があることは分かるが、訪日観光の経験がなく地方の

観光地に関する情報が少なければ、それも当然であろう。

表２.訪日外国人旅行者の都道府県訪問率（上位20位）

全 体 ア ジ ア 韓 国 中 国

（N＝7,602） （N＝4,603） （N＝1,626） （N＝661）

訪問地 訪問率(％) 訪問地 訪問率 訪問地 訪問率 訪問地 訪問率

東京 52.7 東京 48.7 東京 37.5 東京 64.6

大阪 27.8 大阪 30.4 大阪 31.2 大阪 43.7

神奈川 15.6 神奈川 15.3 神奈川 12.1 愛知 30.4

京都 14.7 千葉 14.8 愛知 11.4 神奈川 27.4

千葉 13.2 京都 13.2 京都 11.4 京都 24.2

愛知 11.2 北海道 12.3 福岡 11.3 千葉 22.5

北海道 9.1 愛知 11.6 千葉 7.7 山梨 9.4

福岡 7.0 福岡 8.9 北海道 5.9 奈良 6.5

兵庫 5.8 兵庫 5.8 兵庫 5.9 福岡 6.4

奈良 5.2 山梨 5.3 大分 5.7 静岡 6.2

山梨 4.7 奈良 4.5 奈良 5.6 兵庫 5.6

静岡 3.9 静岡 4.1 長崎 3.3 北海道 4.7

沖縄 3.6 長崎 3.2 静岡 3.2 埼玉 2.6

広島 3.2 大分 3.2 熊本 2.8 長野 2.1

長崎 2.7 沖縄 3.0 山梨 2.3 三重 2.1

大分 2.4 熊本 2.8 埼玉 1.8 長崎 2.0

熊本 2.2 埼玉 1.7 茨城 1.5 岐阜 1.5

埼玉 2.1 長野 1.6 沖縄 1.4 大分 1.5

長野 2.0 宮城 1.3 長野 1.3 沖縄 1.5

岐阜 1.9 茨城 1.1 群馬 0.9 熊本 1.4

岐阜 1.1 岐阜 0.9

資料：国際観光振興機構（JNTO）『2002-2003 訪日外国人旅行者調査』、48頁。

国際観光振興会（機構）の資料によると、2002年（５～11月）に訪日観光ツアーを実施している

旅行会社は21社で、これら旅行会社が訪日観光コースとして137コースを設定している 。これら

コースの訪問地を見ると、やはりその大半が東京首都圏と大阪・京都、そしてその間を結ぶ新幹線

を盛込んでいる。その中から訪問地として九州が含まれているコースを抜き出してみると、表３の

ように、主宰会社が12社、コース数が17コースである。そして、発着地がともに九州内になってい

るのは６コース、さらに関門地域（スペースワールド、関門大橋）を訪問するコースは、中旅国際

旅行社有限公司による「日本パノラマツアー」と「宇宙を飛越え、限界に挑戦－日本全景ツアー」

の２コースだけである。前者の旅程は、福岡（キャナルシティ博多）→太宰府→スペースワールド

→関門大橋→関西（大阪、京都、神戸）→関東（箱根・東京・TDL・横浜）となっている。後者の

旅程は、スペースワールド→富士急ハイランド→TDLとなっており、日本の代表的な３ヶ所のテー

マパークを訪問する企画である。
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表３.九州を含んだ訪日団体観光ツアーコース

旅行会社 旅行コース 日数 料金 発地 日本着/発

(中国元)

中国国際旅行総社 大自然に親しむ九州の旅 ４ 6,500 北京 成田 成田

中国旅行社総社 日本本州、九州全景８日間ツアー ７ 11,300 北京 成田 関西

中青旅行股份有限公司 長崎風情ツアー ５ 6,800 上海 長崎 長崎

中国康輝旅行社 日本本州、九州全景ツアー ７ 12,800 北京 成田 関西

招商局国際旅行社 日本ゴールデンツアー ７ 12,800 北京 関西 成田

中旅国際旅行社有限公司 日本パノラマツアー ７ 12,800 北京 福岡 成田

宇宙を飛越え、限界に挑戦－日本全景ツアー ７ 11,800 北京 福岡 成田

日本全景撮影の旅 ７ 11,800 北京 福岡 成田

北京北辰国際旅行公司 日本オリジナルツアー ９ 15,500 北京 福岡 成田

日本本州、九州ツアー ７ 12,800 北京 関西 成田

上海中国国際旅行社 関西、九州ツアー ５ 7,200 上海 鹿児島 関西

南九州ツアー ４ 6,800 上海 鹿児島 鹿児島

上海中国青年旅行社 長崎風情ツアー ４ 4,999 上海 長崎 長崎

関西、九州５日間ツアー ５ 9,980 上海 関西 長崎

上海錦江旅游有限公司 日本本州、九州ツアー ７ 15,000 上海 関西 成田

長崎４日間の旅 ４ 5,999 上海 長崎 長崎

上海華亭海外旅游公司 日本九州ツアー ５ 8,600 上海 長崎 福岡

広州広之旅 本州、九州ツアー ７ 10,600 広州 福岡 成田

資料：(特）国際観光振興会『世界12カ国・地域訪日旅行マーケット マーケティング・マニュアル』

平成15年版、110～115頁。

Ⅲ.中国人訪日団体観光旅行の実態

次に、訪日団体観光旅行の実態について大連市と北京市で行ったヒアリング調査結果とその他資

料などを通じて述べることとする 。

１.取扱旅行社

中国で旅行会社は、1997年に制定された「中国公民自費旅游管理暫定弁法」にしたがって、「国際

旅行社」と「国内旅行社」の二つに分類され、2001年末時点では「国際旅行社」として1,310社が、

「国内旅行社」として9,925社が旅行業務を行っていた。「国際旅行社」の中でも中国人の海外旅行

を扱えるものは少なく、わずか65社だけが政府の指定を受けることが出来たが、2002年には大幅に

増加して528社が中国からのアウトバウンド旅行業務を扱えるようになった。そのうち、北京41社、

上海市５社、広東省99社が含まれているが、その内で訪日団体観光旅行を扱える指定旅行会社は、

北京市10社、上海市５社、広東省６社の計21社に限定されていた。しかし、2004年９月にビザ発給

地域の拡大と並行して指定旅行会社も229社に拡大された 。なお、日本側でも訪日団体観光旅行の

取扱いは指定を受けた59社に限定されていたが、2003年２月には新たに19社が追加された。

中国では従前よりサービス業分野での外資参入を厳しく制限してきたが、WTO加盟（2001年12月

11日）を前後して外資進入を受入れる方向に政策転換するようになった。2000年には「中外合弁会

社モデルケース暫定法」の施行にともなって、外資との合弁による旅行会社設立が認められるよう
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になり、 新紀元国際旅行社有限公司」（JTBと中信旅游総公司との合弁）をはじめとする11社が設

立された。さらに、WTO加盟時の議定書にしたがって2003年には外資過半数及び外資全額出資の旅

行会社も設立が認められるようになり、同年12月に外国旅行会社による中国初の現地法人（独資）

として「日航国際旅行社有限公司」（日本航空の子会社ジャルパックの出資）が設立され、2004年１

月から営業を開始した。しかし、外資旅行会社に対しては、中国人海外旅行の取扱は制限されてい

る。

２.訪日旅行の条件

中国政府は観光目的の海外旅行の渡航先として2004年４月現在で28カ国を指定しているが、観光

目的のビザ発給で地域制限を設けているのは現在日本だけである。なお、オーストラリアとニュー

ジーランドも当初は日本同様に北京・上海・広州などに限定していたが、現在はそれ以外の地域で

の発給も認めている。日本への団体観光ビザの発給は北京大使館と上海総領事館の２個所だけで一

括して行っており、2004年９月に天津市、遼寧省、山東省、浙江省、江蘇省の１市４省に対象が拡

大されてからは、前３者は北京大使館が、後２者は上海総領事館が担当している。このように発給

地域を制限するのは、言うまでもなく訪日旅行中での旅行者の失踪、不法滞在を防止することを目

的としている。

団体観光旅行ではビザの代理申請を行えるのは中国側指定旅行会社に限られており、発給の対象

は５名以上概ね40名以下の団体旅行への参加者であり、旅行中には日中双方の旅行会社から添乗員

が同行することが条件付けられており、ビザは申請してから発給まで約２週間程度を要する。団体

旅行参加者が失踪した場合には、当該旅行会社に対してペナルティポイントが課されることになっ

ており、一定程度の点数を超えると、旅行会社の代理申請の資格を取り消すことになっている。そ

のため、中国側旅行会社は失踪を防止するために参加者に対して旅行代金に加えて保証金を要求し

ている。その金額は５万元程度であり、旅行代金を上回る保証金が必要となる。

ちなみに、過去の平均失踪率、すなわち団体旅行参加者数に対する失踪者数の比率は0.36％であ

るが、ビザ発給対象地域を拡大した後１ヶ月間（９月15日～10月15日）の訪日団体観光旅行参加者

計7,191名の内で失踪者は計25名、失踪率0.35％で過去平均値を下回っていることが明らかになって

いる 。

３.顧客の特性及びニーズ

上のように、訪日旅行では旅行代金を上回るほどの保証金が要求されるので、団体観光旅行の参

加者は個人経営者や投資家などの富裕層、次に政府関係者、外資系企業勤務者などであり、年齢で

は中高年層が中心となる。そして、増える可能性が大きいのが、会社単位で行われるインセンティ

ブ旅行や学校での修学旅行などである。特に、修学旅行については2004年９月に修学旅行参加者に

はビザが免除されるなど、積極的な誘致策も採られている。

国際観光振興機構（JNTO）が行った調査によると、中国人旅行者にとって訪日旅行の魅力となる

のは、「食文化」、「技術・経済」、「景観」などである 。「食文化」という点では日本食自体に対する
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興味の他に、日本レストランの雰囲気、サービスの仕方などに興味を示す。「技術・経済」では驚異

的な経済発展を遂げた日本について、特にハイテク産業を中心に先進的事例を見ることを希望する

人が多い。「景観」では日本独特の自然景観に興味を持ち、神社・仏閣には興味を示さないことが明

らかにされている。旅行目的としてはこれらに加えて、買い物や温泉などが挙げられる。買い物と

いう点では、家電製品やAV機器、化粧品などが主要品目になるだろう。

４.旅行商品の特徴

中国人の訪日団体観光旅行が解禁されて以来、団体ツアー商品として最も多く販売されたのは、

「ゴールデンルート」と呼ばれている東京－箱根－名古屋－京都－大阪と主要都市間を結ぶコース

で、５～６泊で１万元（１元＝12.5円として12万5千円）程度のものが一般的である。それに付け加

えて、表３で示した九州を含んだコースが販売されているのが実情である。ツアーコースとして格

安のものでは、目的地が１ヶ所、４日間で５千元（６万2500円）のコースであり、表３で示したよ

うに九州を含めたコースとしては長崎が多く見られる。中には韓国を訪問地に含めているツアー

コースも見られるが、この場合には日本の観光ビザだけを取得できれば、韓国のビザは改めて取得

する必要がないことになる。

中国からの海外観光コースでは、タイなど東南アジアへのコースが格安で１週間程度で価格が４

～５千元である。また、2002年に解禁された欧州へのコースは10～12日間で１万２千～２万元の価

格帯で販売されている。欧州については１回の旅行で煩雑な入国手続なしに数ヶ国を回ることが出

来るので、人気が高いようである。したがって、訪日ツアーとして売り出されている商品は価格面

では、訪問地１ヶ所、短期間の格安ツアーは東南アジアと競合し、ゴールデンルートを始めとする

比較的長期のツアーは欧州と競合することになる。このような目的地間および旅行会社間での競合

が表れてきたために、訪日ツアー商品は低価格化が進行してきた。ゴールデンルートの料金につい

ては2002年の時点で初年度（2000年）に比べて２割程度下がったとされるが 、さらに2002年後半か

ら2003年初めにかけて急速に値引きが進行した 。旅行日数も解禁時に主流だった８～９日から５

日間程度のツアーが多くなり、市場での相場がさらに下落した。そのため、コストダウンを極端に

重視して利用設備・サービスが劣悪になる場合も一部にはある。

５.旅行会社での経営内容

訪日ツアー商品の低価格化はもちろん観光客自身が望むことであり、旅行費用を削ってその分を

買い物に費やそうとする観光客が多いようである。現在のニーズは低価格に終始している。低価格

化をもたらす旅行会社の経営面での要因として、日本国内での地上手配業務に香港、台湾の旅行業

者がランドオペレーターとして参入して日本側と直接交渉してコストダウンを進めていくことが多

くなっている点が挙げられる。また、広告・宣伝の方法として新聞の３行広告を利用することが一

般的であり、それも訪問地と価格が記されているだけで、ツアーの内容に関する情報は触れていな

いものが多いようである。

中国の旅行会社の営業スタイルとしては、広告活動よりも顧客とセールスマンとの信頼関係の要
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素が大きく、セールスマンが懇意にしている顧客に旅行商品を紹介する場合が多い。場合によって

は、セールスマンが顧客を連れて別会社に移るようなケースもあるようである。

経営内容に関しては、日本と中国との取引慣習の違いも見られる。一つには取引の精算に関して

は、支払期日を旅行実施後３～６ヶ月後とされている。中国人の訪日団体観光旅行では日中双方に

指定企業が関わるが、両者の取引関係が政府当局の定めたひな型にしたがって契約書を交わしてお

り、精算に関しては正式契約に至る過程で中国側指定企業主導となり、このような精算方式が採ら

れるようになった。

Ⅳ.関門地域インバウンド観光誘致にとっての含意および提言

13億人の人口を抱える中国は、国民の１％が動いただけで日本人出国者総数に匹敵するだけに、

将来の巨大市場として関門地域の観光産業の振興にとっても無視できない。周知のように、関門地

域はスペースワールドや門司レトロ地区などを中心に国内での集客は確実に実績を上げているが、

外国人観光客誘致では他地域に比べても不十分であるので、本稿ではまず中国人の団体観光旅行が

解禁されて４～５年しか経過していない時点でその動向がどのようなものか、各種資料を通じて探

ることに主眼を置いた。

以下ではそこから導き出せる関門地域インバウンド観光誘致にとっての含意および提言について

述べることとする。

第１に、そもそも中国人観光客の入国が認められなければ、観光誘致は成り立たない。既に述べ

たように、修学旅行ではすでにビザが免除され、団体観光旅行については2005年３月からの「愛知

万博」に向けてビザ発給対象地域を中国全土に拡大する方針が打出されたことは望ましい。問題は

その措置が継続されるかどうかである。万博開催期間中に問題がなければ、恒久化することになっ

ているが、その決定が政府閣僚個人の裁量によって決定されることは望ましくない。この問題は政

府の国策にも関わることなので、地域が直接関与することは出来ない。したがって、関門地域にお

いてもビザ発給の恒久化、そのための基準の明確化を地域レベルで政府に要求していくことが必要

であると思われる。たとえば、過去の平均失踪率（0.36％）などを基準としてそれを大幅に上回ら

ない限り継続するように要求するということである。

第２に、関門地域は、大連、青島など友好関係のある一部の地域を除いて、中国人観光客にとっ

ては観光地としてはほとんど知られていないのが現実である。中国人にとって日本旅行で訪れるべ

き主要観光地はゴールデンルート上の大都市であり、関門地域自体が観光地として中国人観光客に

周知されるまではかなりの猶予が必要となる。上で見たように、2002年に販売された訪日旅行商品

で関門地域がコースに含まれているものは、137件中わずか２件に過ぎなかった。観光誘致のために

は関門地域と東京、大阪を結ぶ旅行商品の販売を促すことが求められる。そのためには、中国側の

指定旅行社に直接働きかけを行うことが必須である。もちろん、関門地域でも観光関係者によって

中国人観光客誘致のための活動が行われており、例えば北九州市観光協会が2004年８月に大連市で

開催された「中国遼寧・東アジア国際観光博覧会」に参加しブースを出展してPR活動を行ったこと
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は、その一つの例である（そこで行ったアンケート調査などについては、本号収録の須藤論文を参

照されたい）。北九州市観光協会は韓国、台湾に対して観光関係者やマスコミの招聘などの活動を

行っているので、同様の活動を中国に対しても展開することが求められるであろう。旅行社に対す

る広報活動としては、新聞広告を３行ではなく半５段程度で出せるように広告費用サポートを行う

例も見られるので 、関門地域を観光コースに加えて販売しようとする旅行社に対して北九州市観

光協会が広告費用サポートを行うことも一つの方策として考えられる。

そして、中国の旅行業界ではセールスマンと顧客との信頼関係がモノを言うので、営業現場のキー

パーソンとなる人物を把握して、招聘および広報活動ではそのような人物に直接働きかけることが

出来れば望ましいと言える。

第３に、北九州市と下関市は2004年11月に「東アジア経済交流推進機構」（以下では「機構」と略

称）を設立した。両市は1991年以来「東アジア（環黄海）都市会議」を開催し続けてきたが、これ

を一層踏み込んだ経済交流を促進する都市間組織に発展させようとするものが「機構」である。そ

の構想案には重点課題と共同プロジェクトが提起されており、その重点取り組みプロジェクトの一

つとして観光分野が上げられ、部会の組織とそこでの活動メニュー（11項目）が示されている 。そ

の部会の詳細に関しては筆者は把握していないが、恒常的な組織にすべきであろう。この観光部会

が出来るだけ早期に活動を開始することが望まれる。そして、関門地域にとっては「機構」の中国

側加盟都市である、大連市・青島市・天津市・烟台市を対象として観光客誘致を行い、観光コース

設定や誘致活動でのノウハウなどを獲得しながら、これら４都市の観光需要を基盤として固めてい

くことが求められる。そのためには、上でも触れたが、これら４都市の市民にビザが発給されるこ

とが前提となる。

そして、「機構」での活動を通じて観光コースを開発していくのなら、相互訪問も可能となるので、

中国からは日本と韓国、日本からは中国と韓国を一度に訪問することが出来るコースもあり得る。

このようなコースが定着していくなら、観光産業での関門地域の優位性を発揮することも出来る。

第４に、2006年３月に開港される新北九州空港は中国人観光客の誘致に資するところが大きいの

で、充分活用することが必要である。新北九州空港はまず国内線を就航させて実績を積んでいくこ

とから始まるが、将来的には当然国際線の就航もありうる。「機構」加盟都市からの観光客を誘致し

ようとするならば、新北九州空港へのチャーター便を就航させることから始めることが順当であろ

う。チャーター便の就航で実績を上げることが出来れば、次には定期便である。

ところで、空港のあり方については新北九州空港と競合する他の近隣空港も多くあるので、周辺

空港で就航していない路線を新北九州空港に就航させて他空港との差別化を図ることも将来的には

必要となるであろう 。

以上、提言を要約すると、次の通りである。

①中国全土での観光ビザ発給を継続することを政府に求めること。

②関門地域を中国人訪日観光旅行のゴールデンルートに組み込むように、中国側旅行会社にさ

まざまな方法で働きかけること。

③「東アジア経済交流推進機構」での観光部会の活動に積極的に関わり、まず中国側加盟都市
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からの観光客誘致を獲得すること。

④新北九州空港を観光誘致のために充分に活用すること。

これらに付け加えて、前年度報告書で筆者が韓国からのインバウンド誘致について論及した

提言で中国についても当てはまるものがあるので、次に挙げておく。

⑤さまざまな機会でアンケート調査などを行い、観光客および旅行会社のニーズを把握して、

観光誘致策に生かしていくこと。

⑥中国向けのインバウンド観光の専門家やコーディネーターとなる人材を育成していくこと。

⑦中国人観光客が買い物をしやすい施設・店舗を開設すること。

以上、中国人訪日観光客の動向を見るならば、インバウンド観光を通じた関門地域での観光振興、

またそれを通じた地域経済活性化の可能性も充分考えられる。しかし、中国人観光客は日本国内だ

けでなく世界各国が誘致しようとしており、中国人観光誘致をめぐる競争が展開されると思われる。

したがって、関門地域はまず「機構」に基盤を置いた誘致戦略を立てていくことが求められる。
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資料 訪日旅行に関するヒアリング要旨（大連・北京）

2004年７月26日～29日：日時順>

１.大連日本領事館（在瀋陽日本国総領事館在大連出張駐在官事務所）

・現在団体ビザの発給については、北京大使館と上海総領事館で一括して行っており、大連では行っ

ていない。ビザ発給の地域は９月15日以降さらに一市四省（天津市、遼寧省、山東省、浙江省、

江蘇省）に拡大されるが、前３者は北京大使館、後２者は上海総領事館が担当する。

・旅行社は団体観光ツアーの参加者にデポジットを要求している。デポジットを加えると、旅行総

費用は100万円を越える場合もある。

・ビジット・ジャパンのキャンペーンは、JNTOと共同で瀋陽・大連でも行っている。大使館で意

見交換会を行う。８月５～７日に実施される観光博覧会に出展する予定。上海では独自に行って

いる。

・大連については日本語の分かる人が多く、ソフトウェア開発やコールセンター運営を行っている

日本企業もある。また、テレビでも日本に関連する番組（「さくらの風」）も放映される。しかし、

インターネットの影響で反日感情の悪化も見られる。

２.大連市旅游局

・観光ビザは多くの国で認められており、ベトナム・カンボジア・韓国・東南アジア・ヨーロッパ

では地域制限は設けられていない。オーストラリア・ニュージーランドでは最初北京市・上海・

広州などに限定、今はそれ以外でも認めているが、厳しい。日本への団体旅行だけに厳格な地域

制限がある。

・デポジットについては、東南アジアでは求められていない。ヨーロッパでは一部ある。

・アウトバウンド旅行を積極的に推進しようとする理由は、これまで外国旅行はインバウンドの片

道だけであったが海外旅行（国際交流）の発展のためには、中国からのアウトバウンドの旅行者

の増えるべきであるから。

・最初に海外に行くのは個人経営社や株主などの富裕層で、次は一般の市民レベル。年代では中高

年層。修学旅行は将来的には有望。

・５月に100人ぐらいが市民交流のために北九州市を訪問した。１週間ほどで、費用は１万６千元（24

万円）程度。料金は韓国旅行の場合には、３分の１程度。

・中国全体で2,000万人が海外旅行した。大連市については個人パスポートとして発行したのは５万

５千冊。大連空港から出発する日本行き国際線は、福岡、東京、大阪、仙台行きが就航している。

日本への旅行目的は、温泉、買い物、産業観光、テーマパークなど。

・国内旅行については、大連に1,500万人の観光客が来訪した。

・観光収入は、大連市の地域総生産の８～９％を占める。
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３.大連中国国際旅行社有限公司（CITS）

・中国での海外旅行は12～13年前に東南アジア（シンガポール、タイ、マレーシア）からはじまっ

た。当初の期間は15日と長かった。

・大連で純粋な旅行で海外に行く人は２万人。大連市内で国際旅行取扱の認可を受けているのは10

社で、常時取り扱っているのは５～６社。

・大連市では開発区に4000社の企業が立地しているが、その約半分が日本企業であり、日本企業の

従業員にとって訪日旅行はニーズがある。観光団を組んで取組んでいる。今後４～５年は修学旅

行に重点を置く。

・集客の方法としては、日本の旅行社と提携しており、社内でアウトバウンドの部門（出境部）も

ある。大連市内に営業所を設け、マスコミ（新聞）を利用する。顧客には担当者が電話連絡など

で働きかけている。

・宣伝する点は、街がきれいこと、大都会であること。温泉地が多いこと。なお、中国にとって温

泉はあくまで治療のためであるが、日本の違う温泉文化を紹介している。新幹線など。修学旅行

に重点を置いて営業している。

・海外（日本）に行かせるメリット：日本に関心を持っている。留学生の父兄が行きたがる。市内

人口（270万人）で行く割合が高く、今後人口が増える見込み。特に、高級住宅（50～100万元）

が建設・分譲されているので、富裕層人口が増える可能性が大きい。

・デメリット：地理的な制約（地形）。日本の物価が非常に高い。若い旅行者の場合には逃げる可能

性がある→保証金の要求。

・旅行費用は、東京・大阪を含めたコースでは５～６泊で、１万元。タイツアーでは１週間で2,000

元で、1,500～2,000元のオプションツアーが付く。ヨーロッパツアーでは１万2,000元～２万元で

10～12日間。

・CITSでの取扱は正月と夏休みがピーク。JTB、日本旅行と提携している。当社企画商品は他の

旅行代理店でも販売している。

・改革開放後CITSの大連と北京は独立している。CITSは元来政府外務省の外事弁公室から出発

し、それが旅行局に再編され、さらに会社組織として出帆し、2001年に国営企業から株式会社に

変遷してきた。

・大連市内では280社の旅行会社があり、その内で国際旅行を扱う権限を与えられているのは、イン

バウンドが30社、アウトバウンドが10社。認可を得るためには、インバウンドで100万元、アウト

バウンドで60万元の保証金を要求される。

４.中国国際旅行社総社（CITS）

・日本から中国への旅行者は一昨年の50～70％に回復した。

・CITSは国有の形態。北京のアウトバウンドの会社は、2002年に９社であったのが現在41社。主

な会社は、中国旅行社、中国青年旅行社、中国国際旅行社など。

・出境旅游（海外旅行）の取扱は、東南アジアが90年代から、日本が2000年上半期から。現在東南
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アジア、ヨーロッパ、オーストラリアなどを扱う。91、2年に最初に海外旅行を認定された。アウ

トバウンド部門の担当者は70～100人で、本社では70人ちかく。

・SARSで東南アジアの取扱は減少。

・パスポートの申請は戸籍に拠る。北京に戸籍がないとダメ。

・団体旅行の際のデポジットは５万元程度。日本での身分保証は日本の旅行会社が行う。逃亡した

ら、日本側の処罰が厳しい。CITSではこれまで観光客が逃亡したことはない。実績としては2002

年に1,000人、去年1,000人を日本に送り出した。2004年には１回募集を行い、客39人、添乗員１

人が日本に行った。

・最近人気があるツアー商品は、一つは３泊４日東京行き（５～６千元）、もう一つは大阪・京都・

東京５泊６日間（８千元）。

・ランドオペレーターが日本での手配を行う。ランドオペレーションは、日本旅行、全日空、農協

などと提携、CITSジャパン(東京)も始める。サービスは過剰気味で、添乗員(中国側の規定)とガ

イド(日本側の規定)が必ずついて無駄。観光客は余計なサービスのないバイキングなどを喜ぶ。

・観光コースとしては、箱根、富士山、東京などが人気。九州については、観光プロモーションは

積極的に企画されている。インセンティブツアーで手掛けたことがあるが、まだ知名度は少ない。

九州を含めた７日間のツアー（１万２千元）を企画したことがあるが１回しかやっていない。そ

の時は、リピーターの会社社長に働きかけてオーガナイザー旅行として行った。

・日本市場の開発は難しい。取引関係で日本側は準備が終わってから報告するのが慣行だが、中国

側は準備しながらアバウトでも報告もする。日本での基本情報が教えてほしい。

・訪日観光客では買い物が大きな関心事。15人のツアーで18個のデジカメを買っていた例もある。

今後は30代の女性が有望だと見ている。日本では新幹線を使わず、バスを利用する。新幹線は料

金が高いので、アジア料金を設定して安くしてほしい。

・去年は30人程度のツアーを30～40本（業務旅行を含めて）扱った。訪日旅行は始まってそれほど

経っていないので、業績はどの旅行社もほぼ同じ。

・会社は2004年現在で従業員900人の規模。免税店を経営する中国免税品販売集団と合併して国旅集

団になる予定で、そうなれば3,000人規模。中国へのインバウンド観光ではNo.1で、中国のベス

ト500社中の213位。

５.中信旅游總公司

・去年海外旅行のライセンスを取って、１年で500人の実績（募集＋商務ビザ）。商務ビザは視察旅

行目的で観光ビザでないから、コスト高い。

・会社自体はCITIC旅行会社として’89～’90に設立された。中国では５番目の旅行社。2000年に

JTBと合弁で新紀元旅行社を設立。インバウンドでは８万人受け入れた。

・訪日旅行の問題点は値段が高いこと。

・デポジットは、特に韓国ツアーだと逃げるのは東北地方の者だから、この場合は取る。商務ビザ

では地方の人に取る。商務の場合会社に対してデポジットを要求する。
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・旅行業務では顧客とセールスマンとの信頼関係の要素が大きい。会社よりも対個人の関係が物を

言い、セールスマンが顧客を連れて別会社に移ることもある。会社としてシステムを作るのが難

しい。顧客としては個人経営者や政府関係者が多い。

・訪日旅行では旅行費用を削ってショッピングにお金をかけることが多い。中国からのインバウン

ドでは香港、台湾の旅行業者がランドオペレーターとなってコストダウンしていくことが多い。

行き先は関東、関西が中心で、東京－大阪を新幹線で移動し、途中温泉につかるコースが多く、

１週間で１万元。

・北京でアウトバウンドできるのは20社（実際の取扱 ）

・ツアーコースでは中国→東京→ソウルのコースもある。この場合、日本のビザだけ取れば、韓国

のビザを改めて取る必要はない。

・会社は従業員400人程度（本社100人）で、新紀元が100人規模。他の会社の商品も販売も取り扱う

が、それはセールスマンレベルでやっている。

６.株式会社ジェイティビー北京事務所

・中国では海外旅行が2001年に解禁されてすでに27カ国に旅行が認められている。地域限定をやっ

ているのは日本だけで、米国は欧州への渡航を様子見しており、解禁は時間の問題。

・2002年には45万人の訪日中国人がいたが、観光ビザで行ったのは５万人。香港・マカオに旅行す

るのが圧倒的に多くて1600万人おり、そのうち観光目的は600万人。

・団体旅行ではビザの代理申請を旅行会社にさせており、客が逃げたら旅行会社の代理申請の権限

を取り上げることにしている。逃げた場合には、旅行社に点数制が適用される（悪質だと罰点が

大きくなる）。ヨーロッパも同じ取扱をしている（地域限定がないだけ）。ツアーでの自由行動は

認められていないが、その点をどうするかは今後の問題。

・中国での旅行業務は外資100％でも認められるようになったが、中国公民の外国旅行は出来ない。

JTB及び同グループの中国人訪日客の誘致は、関東地区では（株）JTB中国、関西地区で国際旅

行西日本営業部、東アジアに力点をおいて業務を行っている九州地区では国際旅行九州営業部が

担当している。

・北京事務所は将来の事業展開を支える業務を行っている。訪日観光の営業サポートも業務の一つ。

将来は現地法人化して、独立採算でやる予定。

・インバウンドはスタートしたばかりのブームで、どの層が伸びるか分からない。開拓しようとし

ているのは、修学旅行。北京では名門の月譚中学が課外学習の一環として日本への修学旅行を行っ

ている。修学旅行については今年４月にビザ手数料がなくなり、７月にはビザが免除されて便利

になった。

・中国での旅行業界では、消費者保護の法律がなく、店頭にパンフレットがなく、新聞広告で情報

を知らせているだけ。また、店舗に商品が少なく、自社商品しか売っていない。リテールは地方

に行ってライセンスなしで勝手にやっている場合が見られる。せいぜい航空券の販売代理をやっ

ている程度。
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第２章 中国におけるアウトバウンドツーリズム
としての日本観光

須 藤 廣

Ⅰ.はじめに－日本におけるインバウンドツーリズムの振興

1970年以降日本の国際観光は、30年以上インバンド観光客に対する一方的なアウトバウンド観光

客の超過を続けている。このことは長く日本の国際観光にとっての勘案事項であったのだが、2002

年のFIFAワールドカップサッカー大会の日韓同時開催を期に、国土交通省は グローバル観光戦

略」を策定した［JNTO国際観光白書2003年度版参照］。このなかに盛り込まれた戦略の一環として

日本政府は、日本を観光立国にすることを目標に、2010年にはインバウンド観光客数を1,000万人に

まで伸ばす「ビジット・ジャパン・キャンペーン」を打ち出す。2003年から始まった同事業では、

各種プロモーション、パブリシティ、観光業者等の招聘、受け入れ体制の整備等事業の奨励策を行っ

てきている。これには、不均衡な観光国際収支の改善、国内需要の落ち込みで疲弊している観光業

の育成、国際観光受け入れ地域の経済の活性化といった経済的な効果への期待が込められている。

しかし、同時にこのことは、1980年代以降興っていた地域の集合的アイデンティティの創出等、政

治的な意味における「地域振興」策の国際版であり、またこれには、日本国全体のイメージアップ

を図ろうとする国家の「イメージ戦略」といった意味合いもあった。

近代観光は、当初から「イメージ」の政治のひとつのアリーナであった。日本において、国民国

家生成期には、国内の観光地は国民共有の美的象徴でもあったし（伊勢神宮から富士山観光等）、ま

たその当時国威発揚の象徴であった「新植民地」（例えば台湾や「満州」）には、日本からの修学旅

行生が詰めかけた。近代国家形成期においては、観光という「祝祭的行事」が大いに政治的に振興

されるのである。戦後においては、1964年の東京オリンピック、1970年の大阪万博と国内旅行の大

ブームが起きている（大阪万博では日本の人口の二分の一の入場客数があった）。どれも、国威発揚

のための祝祭、あるいは産業の進歩や夢を国民が共有するための場であった。また、1964年日本人

の海外旅行が解禁されると、観光がもたらす幸福の物語の主軸は次第に海外旅行へ（あるいはディ

ズニーランドのような海外旅行を模した場所）と移ってゆく。ここでは観光は、豊かさの夢が実現

されている場へと赴いて、その夢を確認する行為であった。ハワイ観光が日本人の海外旅行の代名

詞だったのは、ハワイが素朴なポリネシアの島であったから（アメリカ人がそう考えるように）だ

けではなく、ハワイが日本から一番近いアメリカの州であったからである［須藤、2005］。日本人は

観光をとおして自らの夢や集合的アイデンティティを確認してきたのである。

日本のアウトバウンドの観光は1990年代に成熟期を迎え、発展や豊かさへの夢の確認作業として

の観光は次第に色あせてゆく。代わって登場したのが、アジアを「オリエンタリズム」視点（何か

神秘的なものがあるとしたり、「なつかしい」ものがあるとしたりするまなざし）から見直す観光で

― ―19



ある。日本人の海外旅行のアジアシフトの原因には、日本の経済停滞に起因する観光の「安・近・

短」化があったことだけではなく、観光による「夢」の確認作業が終了し、観光に何か他のもの（例

えば「癒し」等）を期待する転換があったことも含まれているのである。

まさにちょうど日本からのアウトバウンド観光客数が頭打ちになった2002年に、日本政府がイン

バウンド観光振興に踏み切った意味は大きい。我々は、海外に行って自らのアイデンティティを確

認するだけではなく、海外からの来客を迎え、海外の人たちのまなざしにさらされることによって、

自らのアイデンティティを確認することを要求されるようになったのである［Urry1990＝1995］。

1990年代から既に先進国の間で行われていた都市の「イメージ化」（例えばヨーロッパの諸都市の

「ヨーロッパ化」や欧米・日本どこにでもあったウォーターフロント開発）が、都市のアイデンティ

ティの確認作業であったことはよく知られているが、それと同様のことが日本においても国家レベ

ルでおこなわれるようになったということである（こういったキャンペーンは日本だけが行ってい

るわけではない)。経済的な地域振興だけではなく、「まなざし」を向けられることによる「文化振

興」という「政治的効果」をも含めたところに、インバウンド観光振興の意味がある。すなわち、

中国をはじめアジアからのインバウンドツーリズムを受け入れることは、アジアにおける日本や日

本の各都市の「イメージ」づくり、そして我々の集合的なアイデンティティの確立にも寄与するの

である。国際的な相互交流を通しての「まなざし」の交換は、我々の「国際感覚」を涵養し、東ア

ジア地域の「平和」づくりにも貢献するであろう。

中国からのインバウンド・ツーリズムについては、ホストである日本側のインパクトや問題点の

分析と中国側の事情や問題点の分析とが必要である。以下この章では、主に中国側から見た日本観

光の問題を中心に分析していきたいと思う。

Ⅱ.中国におけるアウトバウンドツーリズムの振興

中国から日本へのインバウンド観光についての考察する前に、中国における海外旅行の状況につ

いて解説しよう。

中国の国際観光は、1978年インバウンドのみの開放政策に始まった。中国政府が観光旅行を外国

人一般に開放した1978年には年間約181万人であったインバウンドの入国者数は、2002年には約

9,791万人にまで達し（観光客だけでは3,316万人)、観光収入も２億６千３百万USドルから203億

８千５百万ドルへと、人数にして約50倍、収入にして約100の増加を見ている［2003年中国旅游統計

年鑑参照］。中国は今や世界５位の観光客受け入れ国であり（香港、マカオの数を含めれば世界第２

位)、観光は自動車産業、住宅産業、IT 産業と肩を並べる中国の４大リーディング産業の一つと

なっている。

このような中国のめざましい観光業の興隆の背景には、中国政府の観光産業に対する積極的な肩

入れがあった。インバウンド観光解放後1981年にはすでに国務院による観光発展推進のための８つ

の規則が制定され、1986年からは観光は国家の経済社会計画のなかに位置づけられた［閻2001：87］。

こうして1980年代には観光が国家の重要な経済政策として認知され、その後、中国の観光産業は一
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貫して発展することとなった。1978年のインバウンド観光客解放後も、しばらくは外国人を迎え入

れることは、外貨の獲得としては歓迎すべきだが、先進国の悪しき資本主義文化や思想の侵入を許

すような全面的解放には躊躇するといった矛盾した姿勢が見られたが、観光が国家的産業として位

置づけられた80年代後半からは、むしろ積極的に外国人観光客を受け入れてゆく方向に観光政策を

シフトさせていった。94年に中国政府は、外貨の中央集中のためや外国人向けに限定した商品（友

誼商店でのみで売られていた）の流通のために設けていた「兌換券」制度を廃止し、また雲南省の

少数民族自治区等外国人に制限されていた地区も積極的に開放していった。このことは、中国が「外

国の悪しき文化の流入制限」という「欲望の制限」による生産性の向上を目指す計画経済型の社会

から、「欲望の解放」を前提にした資本主義型の社会への転換したことを意味している。このように

して、外国人に向けた観光政策の転換は、中国人の観光に対する欲望をも積極的に解放し、さらに

創造する方向へとつながってゆく。

以上のように、中国の観光政策は、国内観光が先行して、その後インバウンド、アウトバウンド

の国際観光が続くといった先進資本主義国のパターンではなく、インバウンド国際観光→国内観光

→アウトバウンド国際観光といった順に発展する開発途上国型の観光振興パターンをたどっていっ

た［閻2001：86］。1995年には全ての労働者の勤務時間を一日８時間、週40時間制とする国務院令が

出され、週休２日制も実施された。また同年施行された新労働法では有給休暇が認められるように

なった。1999年からは年間３回ある連続休暇（旧正月、メーデー、国慶節）は土日を合わせて７日

間の休暇が取れるようになり、土日を含めた法定休日が114日になった（国家公務員や外資系企業の

管理職はこの他に10日の特別休暇＜帯薪休暇＞が認められている［旅游 皮 Green Book of
 

China’s Tourism2002-2004：160］。こうして、中国国民の観光への欲望を解放しかつ創造する基盤

はできあがり、2002年には国内観光客述べ人数は９億人弱にまでなり、数だけを見れば中国国民の

約７割（都市部だけ見れば10割を超えている）［ibid.97］が国内観光を楽しんだことになる（しかし、

農村と都市部の極端な経済格差があり、国内観光でさえ個人的に楽しめるのは都市部を中心とした

一定程度裕福な階層なのであるが）。

中国国民のアウトバウンド国際観光旅行が一般に許可されたのは1983年のことであるが、この時

は香港（83年）、マカオ（84年）への親族訪問に限定されていた［JNTO国際観光白書2003年版：153］。

しかし、1990年にはシンガポール、タイ、マレーシアが中国人の親族訪問の観光客に開放され、92

年にはフィリピンが旅行目的地の指定を受け、そして97年には、これらの３つの地域に親族訪問以

外の中国人の団体観光が認められるに至った。また、99年には韓国が観光客に開放され、初年度だ

けで約32万人が韓国を訪れている。この年韓国は、中国９都市に住む住民のみに観光ビザの発給を

したのであるが、2000年には地域制限を撤廃している。また、99年にはオーストラリア、ニュージー

ランド、2000年には日本、ベトナム、カンボジア等のアジアの国々が、2001年にはドイツ、ロシア、

ギリシア、トルコ等が次々に中国人観光客の旅行目的地として指定されている。そして、2004年９

月までには、イギリスを除くEU24カ国をはじめアイスランド、ノルウェー、スイス、ルーマニア、

リヒテンシュタインの計29カ国が、中国人の団体旅行の受け入れを開始した（イギリスも近く開始

することを宣言している）。また、2003年にはついに香港への「個人」の観光旅行が試験的に許可さ

― ―21



れている。2004年春節には上海から香港への999元（約１万３千円）の格安ツアーまで出現している

［中国情報局新聞HP］。こうして一部地域を除いて、団体観光旅行に限定されてはいるが、中国国

民は自由に海外旅行ができるようになったのである。1998年に840万人であったアウトバウンド観

光客は、2002年には1,660万人、2003年には約1,800万人の日本を超え、2004年には2,860万人（前年

比40％贈）まで増加している［JNTO国際観光白書2003年：154］。そして、より重要なのは、その

うちの私用旅行者数の増加であり、98年には全体の38％であった私用旅行者が2002年には61％にま

で増えている（図１参照）。これは以前より問題になっていた公費による外国旅行が93年より規制さ

れ、2002年に「中国公民自費出国旅游管理弁法」（外国での不法滞在への規制と、旅行者保護の法制

化）等、自費による海外旅行のための法整備が進んだためでもある。こうして、新中国建国以来の

公私混同の旅行形態は次第に改善され、先進国の状況と同様、完全に私的な休暇旅行として海外旅

行が位置づけられつつある。

また、2004年現在の中国人一人あたりのGDPも都市部では9,422元（約1,200ドル）であり、1964

年に日本国民に海外観光旅行が開放された時の一人あたりのGDPの847ドルよりもはるかに多い。

広東省では、全国都市部平均のさらに1.5倍のGDPを誇っている。また、日本への一週間の団体旅

行はほとんどが日本円にして10万円程度であり、1964年の当時のハワイ旅行が三十数万円していた

ことを考えると、現在中国の都市部においては海外旅行がブームになる経済的条件は十分整ってい

ることが分かる（都市部の約３分の１の収入しかない 実質GDPでは５分の１とも言われている>

約８億人の農村部住民、及び都市に戸籍を持たない農村からの出稼ぎ 民工>等貧困層は、海外旅

行どころか国内旅行さえほど遠いが）。特に、海外旅行を支えているのは、年収６万から50万元（約

78万から650万円）の「中産階級」（平均よりかなり高額の所得者）であろうと言われている［日経

ネット中国特集］。その層の中でも、個人資産が500万ドル（約1,000万円）以上所有する層の人口が

現在中国には500万人はいると言われる［沈2005］

日本政府は中国国家旅游局の指定を受け、2000年には北京市、上海市、広東省の２市１省の住民

図１ ［2002-2004中国旅游 展：分析与預測No3,参照］
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を訪日団体観光客として、指定された旅行会社が行う15日以内のツアーに限定して、受け入れるこ

とを決定した。これには、中国側の指定旅行社のみならず、ガイドを提供する日本の受け入れ旅行

社も必要で、かつ中国側旅行社が添乗員を出さなければならないという厳しい条件がついていた。

そして2004年９月からは、ビザを発給のための居住地制限を緩和し、遼寧、江蘇、浙江、山東の四

省と天津市を対象地域に加えた。対象地域の人口は約１億人から約３億6,000万人にまで増加した

（さらに2005年１月には北側一雄国土交通相が中国の団体観光客に対する観光査証発給対象地域

を、2005年愛知万博の開催期間に限ってではあるが、中国全土に拡大することを予定していると表

明した）。新しく加えられた地域はどれも豊かな沿岸地域であることから、日本へのツアーの潜在的

需要は大いにあると思われるが、EU諸国等、海外旅行解放地域が広がったため、各国、各地域間の

観光客の奪い合いも激しくなると思われる (この春のヨーロッパへのツアーは１万5,000元程度に

なるだろうと予測されている）［中国情報局新聞HP］。

以上のように、中国国民のアウトバウンド国際観光への基本的条件はそろいつつあるのだが、日

本がその対象となりうるのかどうか、あるいはその時の問題点は何か、2004年の８月に行った北京、

大連の旅行社へのインタビューと、大連の旅行博覧会会場にておいて行ったアンケート調査から分

析したいと思う。

Ⅲ.北京の旅行社へのインタビューから見た日本旅行

北京の指定旅行社は過去３年間日本への団体ツアーを行った実績がある。以下、日本へのツアー

の実績を持っている２つの旅行へのインタビューから得られた日本ツアーの実態について分析して

みたい。

１ Ａ社へのインタビューから回答の概略

Ａ社は新中国建国以来の国営の国際旅行社（現在は株式公開）であり、2000年より日本への団体

旅行を主催している。本社の従業員は100人であるが、日本へのアウトバウンドは２人でやっている。

逃亡者が出た場合日本の旅行社が処罰されるので、日本の旅行社は身元保証を要求してくる（Ａ社

は今まで一人も逃亡者を出していない）。日本へ観光客には通常、在職証明書の提出やデポジット

（５万元が相場という）の徴収が要求される。日中政府の合意事項に、団体は５名から40名とし、

日中双方の旅行会社から添乗員が同行するとあるので、40名以下（10数名のことが多い）の団体に、

添乗員、ガイドの２名をつけることになり、そのことがツアー価格にも跳ね返ってしまい合理的と

は言えない。2001年、2002年、日本へのツアー客は２年間とも100人程度であるが、東南アジアへの

ツアーがこのところ下火になったので、次は日本へ関心が移ると予想している。2003年は毎月30名

程度の客（商務も含む）がコンスタントにあり、30～40本のツアーを組んだ。

価格は、日本への団体ツアーは６泊７日のもので一万元（13万円）程度であるが、宿泊数が短く

て値段も安いツアーが人気になりつつある。５泊６日で８千元程度（約10万５千円）、３泊４日なら

５～６千元（約６万５千円～８万円）程度である。日本観光の客層は個人経営者、外資系社員、高
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級公務員であり、時期的には旧正月、国慶節、夏休み等が有望で、夏は家族連れも考えられる。こ

れから、オーストラリア、ヨーロッパ等を行き尽くしたリピーターが日本へ行くのではないか。

30～40代の女性の買い物ツアーも多いので、買い物ツアーは概して可能性があると思われる。

また、修学旅行に関しては、交流校を日本側で作って欲しいという希望がある。日本の学校が予

定を一年前からきっちり組むので、３ヶ月先の予定で動いている中国の学校のペースと合わない。

せめて６ヶ月前くらいにスケジュール組む程度にしてほしい。日本はきちんとし過ぎる（中国では

直前の料金の変更まであるくらいなので）。

宿に関しては、一部屋に４人詰め込むのは評判が悪い。また、食事も手の込んだ日本料理は客に

あまり喜ばれず、焼き肉等のバイキングが喜ばれる。

いずれは個人旅行が増えると思われるが、中国国民の観光の習慣として、公務（社用）を兼ねる

ことが多く、特に外国旅行はいまだにそのパターンが多い。したがって、観光ビザが解禁になって

も、相変わらず商務ビザでの観光客が多いのではないか。国内旅行では個人観光が増えてはいるが、

それでも商務旅行で観光するパターンが相変わらず多いからである。

九州を含めたツアーに関しては、値段が高くて新幹線が使えず、バスで東京から大阪（逆もあり

得る）へ向かう現状ではルートに含めるのは少々無理がある（2004・５年用パンフレットには九州

を含めたツアーが存在している）。しかし、今後リピーターが増えれば九州も有望である。一週間コー

スを１万２千元位で作れるかどうかがカギなのではないか。また、団体ツアーよりも社員旅行（イ

ンセンティブツアー等）なら、主催者を説得すればいいので、より可能性があるかもしれない。

２ Ｂ社のインタビューに対する回答の概略

Ｂ社はアウトバウンドに関しては昨年認可を受けたばかりの中堅旅行社である。昨年度は500人日

本に送り込んだが、商務旅行がほとんどであった。商務ビザで観光もしていた今までのパターンは、

値段が高くなりがちであった。商務ビザではインビテーションを受けることが重要で、価格競争は

２の次であったが、団体観光ビザでは価格競争が激しくなると思われる。一万元を切らないと売れ

なくなるのではないか。そのためには日本のランドオペレータを使わず、華僑系のランドオペレー

タを使う必要がでてくる。また、中国ではセールスはセールスマンと客との人間関係で決まり、セー

ルスマンが他社に引き抜かれれば、リピーターの客ごと持って行かれてしまう。セールスが属人的

なので継続性がない。

客層は個人経営者、政府関係者、外資OL、外資サラリーマンが多く、特に後２者は価格志向であ

る。彼らの初めての海外旅行にはヨーロッパが人気で、次がオーストラリア、日本は３番目かと思

われる。韓国は、日本のビザを持ち、日本からの入国であれば、ビザなし渡航が可能。日本→韓国

のツアーもこれからは有望ではないか（2004年現在Ａ社が中国→ソウル→東京→大阪→済州島→中

国のツアーを15,600元で行っている）。

観光ビザに居住地限定をつけるのは人種差別（地域差別）である。戸籍のコピーと身分証のコピー

が要求され、手続きが煩雑であり、撤廃すべきである。
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両社へのインタビューから得られた日本ツアーの実態からは、日本ツアーに関して、４つの障害

が抽出できる。まず、第１に日本へのツアーはビザ発給の際の居住地制限、デポジット（これは自

主規制であるが）、添乗員とガイドの２重負担等、煩雑でコストがかかりすぎて、あまり熱心に客を

勧誘できない実態がある。第２に日本観光の魅力に関する点であり、人気はあくまでもヨーロッ

パ、オーストラリアの次である。EU29カ国がビザを解禁し、英国も解禁の予定であり、ヨーロッパ

ツアーの旅行代金も日本ツアーの1.5倍程度 (しかも次第に近付きつつある）であることを考える

と、日本が訪問国として選ばれるのは、いろいろな国に行き尽くしたリピーターでない限り、そう

簡単でない。第３に、日本へのツアーがあまりにもコストがかかりすぎ、その割によいサービスが

期待できない点である。新幹線があるのにそれを使えず、バスや船を利用せざるを得ない。またホ

テルでは一部屋に何人も押し込められ、食事にボリュームがない。この点はガイドの料金等の問題

もあり、第１点目との関係もある。第４に東南アジア、オーストラリア、ヨーロッパにおいては華

僑の旅行社のネットワークに頼るものが多いのであるが、日本においてはランドオペレータのほと

んどを日本の大手旅行社が占有している（華僑系も参戦しているようではあるが）。このような状況

においては、中国の旅行社がツアーを組みづらいことも指摘されていた。この点は、いずれアジア

からの観光客をめぐる日本ツアー市場で、どの旅行社、ランドオペラレータが優位に立つのか注目

される。ただ、今まで日本の旅行社は（観光業界全て同様であるが）外国人を客として相手にした

ことがあまりなく、コストパフォーマンスやスケジュール等に関して比較的従順な日本の観光客だ

けを相手にしてきたため、外国人客の要望にどれくらいこたえることができるのか疑問が残る（例

えば、宿泊料金を一部屋ではなく一人の価格で表示する習慣は日本にしかなく、これは外国人の個

人客が増えたときには問題となるであろう）。

以上のような日本への観光に不利な状況が数々あるにも関わらず、中国の急激な経済成長によっ

て、可分所得が膨らんだ層の人口が膨大な数に達し、観光消費への欲望は日本の70年代の海外旅行

ブームに引けを取らない程度に増大していると考えられる。すでに、韓国や台湾では北海道旅行ブー

ムも起こり始め、ブームが中国の沿岸部に飛び火してもおかしくない。EU、オセアニアに次ぐ第３

の人気だとしても、相当数の観光客が日本を訪れることは予想できる。

また、第１の問題点に関しては、比較的簡単に解決される兆しが見えてきた。愛知博開催中のビ

ザの居住地制限の撤廃が検討されているようであり、いずれ規制が緩和され、この問題は解決され

るのではないかと思われる。このことは、日本観光の振興という点で言えば、相当の追い風になる

であろう。また、第３点目のコストの点でも、2004年後半からは飛行機の便数も増えたこと、日本

の各都市が誘致に熱心で宿泊費等が安くなっていること等によって、１万元を切るツアーが一般的

になってきた。例えば、2005年の春節に向けた上海発のツアーでは、６日間（東京、横浜、箱根、

京都、大阪を回るツアー）で7,800元（約10万円）の企画が最も人気の高いツアーだという［2005年

２月９日、朝日新聞］（ヨーロッパへのツアーも同様に千元を割るものが出てきているが）。価格が

一定程度安くなれば、次は質を高くし、中国からの観光客に喜ばれる商品をいかに提供できるかが

問題となる。また、これからはホテルのランクによって価格を差別化するような企画づくりが要求

されよう（北海道ではホテル・旅館の値下げ合戦に対応して、旅館組合を中心にホテルのランク付
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けの検討に入っていることが、第19回日本観光研究学会シンポジウムで報告されている）

九州が観光コースに組み込まれる可能性に関しては、Ａ社が2004年度より中国→福岡→長崎・佐

世保→新門司→大阪→京都→名古屋→箱根→東京→中国というコースを作っており、今後その他九

州の観光地を含めたコースもありえるだろう。しかし、大阪入り、東京出（逆もありうる）の「ゴー

ルデンコース」に比べ移動距離が長く（途中船便）、あまりゆったりと観光できるコースとは言えな

い。北海道を含むコースはＡ社、Ｂ社両方とも持っており、北海道から東京への移動も飛行機であ

るため、こちらの方は人気が高いようだ。東京と関西をメインとするツアーに九州を含めるように

働きかけるのか、それともリピーターにターゲットを絞って、九州単独のツアーを働きかけるのか

今後選択が求められよう。

先にも触れたが、九州ツアーを韓国ツアーの中に含めることも、今後検討に値すると思われる。

韓国のビザ免除規定の動向にもよるが（現在は日本のビザを持っていれば、韓国を通過する観光客

はビザが免除されているようだ）、値段の高い日本の飛行機国内便や日本の新幹線を使うことを避け

る傾向がある中国の観光客にとって、韓国の新幹線や日韓間の高速船は魅力であろう。

次に、大連で実施した、観光に関心を持つ中国人大衆への調査（国際観光展覧会会場での調査）

から、観光消費者が日本観光をどのように見ているのか分析してみよう。

Ⅳ.大連観光博でのアンケート調査

この調査は８月５日から７日の三日間において、大連国際観光展覧会会場（星海公園展覧会場）

北九州市ブースにて、大連国際観光展覧会訪れた市民（北九州市ブースを訪問した客）を対象に行っ

た調査である。サンプル数は141である。

１ 調査対象の属性

調査対象の属性は以下の通りなのであるが、

調査を行った展覧会の入場券の主な配布先が、

観光関係の会社であったため、何らかの意味で

観光に関係のある職種に就く入場者が多かっ

た。ただ、同時に個人的に入場した者と仕事と

して入場した者を分け、後者に対しては、観光

業者に限定して行った調査も実施したので、当

調査に答えた入場者はあくまで日本観光に個人

的に興味を持つ市民である。

年齢的には、20代と30代が多く（図２）、性別はほぼ均等であり（図３）、居住地は大連市内の者

が多い（図４）。
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２ 日本に対する個人的関係と関心

日本に行ったことがあると答えた者が１割もおり（一回がほとんどであるが）（図５）、また家族

や知り合いが日本にいる者も半数以上であった（図７）。対象が、観光展に来て、さらに北九州ブー

スを訪れた客であるということからして、日本に特別に関心のある者がこのアンケートに答えた可

能性はある（図８）。しかし、もとより大連は歴史的にも日本との関係が深く（日本統治時代の町並

みが残り、また何らかの理由で戦後日本に帰れなかった「日本人」まで存在する）、大連市郊外にあ

る開発区には100社以上の日本の企業が工場等を持つ。従って、大連市民は何らかの意味で日本と関

係のある職業に就き、日本人の知り合いがいるという者は大変多い。また大連では日本語教育もさ

かんであり、多くの高校で日本語を教えている。従って、下のグラフであげた比率は、それほど特

異な数ではない。

文化に対する関心においては、伝統文化に対するものと、現代大衆文化に対するもの二つに分か

れた。流行等現代文化には若い世代が、伝統文化には中年以上の世代が関心を持っている（図９）。

日本の大衆文化は、流行歌やドラマ、アニメ等、中国都市部ではかなり認知度がある。大連という

土地柄か日本人に対する印象も比較的よい（若い世代の方が若干悪いが）(図10）。

図２ 年齢

図３ 性別 図４ 居住地
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図９ 文化への関心内容

どのような文化に興味があるか上段：度数

下段：％ 合計 映画 音楽 流行 演劇 文学 地方文化 伝統文化 その他

127 33 37 35 12 17 50 72 7
合計

100.0 26.0 29.1 27.6 9.4 13.4 39.4 56.7 5.5

47 11 14 20 2 5 21 23 4
29歳以下

100.0 23.4 29.8 42.6 4.3 10.6 44.7 48.9 8.5
年 令

37 11 11 11 5 7 17 23 1
30～49歳

100.0 29.7 29.7 29.7 13.5 18.9 45.9 62.2 2.7

43 11 12 4 5 5 12 26 2
50歳以上

100.0 25.6 27.9 9.3 11.6 11.6 27.9 60.5 4.7

図６ 訪日回数図５ 訪日経験

図７ 日本に家族知人がいるか 図８ 日本文化への関心

図10 日本人に対する印象
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４ 日本観光の一般的希望

日本観光の希望は、答えた者のほとんどが持っていた（図12）。日本への興味は歴史も含めた文化

的なものが一番多く、次に経済や産業に関するものであった（図13）。同様に、日本に期待するイ

メージも自然と歴史といった「日本的」なものと、近代化された国というものとに分かれた（図14）。

図14 日本のイメージ（複数回答・ランキング集計）

№ カテゴリ 件数 (全体)％ (除不)％

１ 自然が美しい 101 71.6 72.7

２ 現代的 76 53.9 54.7

３ 発展している 57 40.4 41.0

７ 食べ物がおいしい 43 30.5 30.9

４ 人が親切である 42 29.8 30.2

９ 都会的 38 27.0 27.3

12 気候がよい 38 27.0 27.3

８ ロマンティック 29 20.6 20.9

17 歴史がある 28 19.9 20.1

10 開放的 26 18.4 18.7

15 安全である 19 13.5 13.7

14 物価が高い 16 11.3 11.5

６ 帝国主義的である 5 3.5 3.6

５ 人が親切でない 4 2.8 2.9

18 その他 2 1.4 1.4

11 閉鎖的 1 0.7 0.7

16 安全性に問題がある 1 0.7 0.7

13 気候がよくない 0 0.0 0.0

不明 2 1.4

サンプル数（％ベース） 141 100.0 139

図11 旅行したい地域

図13 希望理由図12 日本への観光希望
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５ 旅行の具体的希望

旅行先や期間の希望からは、現状で一般的になっているコースのイメージが行き渡っているよう

思える（図15、図17）。しかし、台湾で北海道旅行が流行し、それが香港まで及んでいるためか、北

海道への観光希望も多い（図17）。九州観光も需要はあるように見えるが、北九州のブースに来た人

ははじめから九州に関心を持っているであろうことから、当然の結果であるとも言える。

日本観光への不安や障害については、言葉の問題が一番多く、次に物価高であった（図18）。物価

高に関してはよく知られており、「織り込み済み」といったところか。旅行費用を含めた出費の予想

も２万元までが多く、現状のツアー料金でも行くことができる人々がかなりいることが分かる（図

16）。

興味のある観光領域に関しては、前述の日本のイメージと同様、自然や歴史。文化といった「日

本的」なものと、ショッピングやテーマパークといった現代的なものや都会的なものの２種類があ

ることが分かる（図19）。また、観光情報の入手先は、雑誌、本。新聞とテレビが多かった。インター

ネットも比較的多い。街のあちこちにインターネットカフェがあることからも、一般的に若い人を

中心にインターネットの情報依存率が高いことが分かる（図20）。

図15 滞在希望日数

図16 日本観光の出費予想

図17 旅行先希望（複数回答)

― ―30



図19 興味のある観光領域 （複数回答）

どのような種類の日本観光に興味があるか
上段：度数

下段：％ 合計 自然景観 温泉 ショッピング 歴史名跡
テーマパーク
やイベント

産業観光
音楽や

博物、美術
などの文化

田舎生活 その他

126 90 63 34 56 21 15 29 19 2
合計

100.0 71.4 50.0 27.0 44.4 16.7 11.9 23.0 15.1 1.6

47 36 23 17 14 11 5 11 5 1
29歳以下

100.0 76.6 48.9 36.2 29.8 23.4 10.6 23.4 10.6 2.1
年 令

37 26 22 10 16 7 7 10 6 1
30歳～49歳

100.0 70.3 59.5 27.0 43.2 18.9 18.9 27.0 16.2 2.7

42 28 18 7 26 3 3 8 8 -
50歳以上

100.0 66.7 42.9 16.7 61.9 7.1 7.1 19.0 19.0 -

図20 観光情報の入手先（複数回答）

旅行先全般の情報の入手先
上段：度数

下段：％ 合計
インターネット
（携帯）

雑誌・本・新聞 ＴＶ・ラジオ
家族・
知人の話

観光センター その他

118 23 81 40 25 31 2
合計

100.0 19.5 68.6 33.9 21.2 26.3 1.7

45 11 33 12 7 11 -
29歳以下

100.0 24.4 73.3 26.7 15.6 24.4 -
年 令

36 6 25 11 9 15 1
30歳～49歳

100.0 16.7 69.4 30.6 25.0 41.7 2.8

37 6 23 17 9 5 1
50歳以上

100.0 16.2 62.2 45.9 24.3 13.5 2.7

６ 北九州、下関の認知度

この調査は「北九州のブース」での調査なので、この質問自体が矛盾しているのであるが（情報

を知ってから答えている場合が多いので）、あまり意味があるとは思えないが、北九州市と下関市の

認知度と観光希望を参考までにあげておく（図21、22、23）。

図18 日本観光の障害や不安（複数回答）
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７ まとめ

以上の結果から分かるように、大連においては日本への観光希望が非常に高い。この調査の時点

ではまだ大連市民には日本観光が開放されていないにもかかわらず、価格やコース等の一般的イ

メージが市民の間でもたれている。これは、雑誌やガイド本、テレビ等から日本の観光情報が流通

していることによると思われる。

観光地に対するイメージとしては、自然、文化、歴史、近代的な街、ショッピング、テーマパー

ク等が多く持たれているように思われる。こうした、イメージを代表しているのは日本観光のガイ

ドブックなのであるが、次に中国で売られているガイドブックを見ながら、日本に対してどのよう

なイメージが持たれているのか（あるいはどのような希望があるのか）見て行こう。

Ｖ.ガイドブックに見る日本の表象

観光ブームの中、中国には現在数多くのガイドブックが出版されており、各書店ではガイドブッ

クのコーナーに多くのスペースを割いている。どこの書店でも見かけるのが、日本の出版社が編集

した『地球の歩き方』の中国語版である。数々あるガイドブックの中でこのシリーズが最も売れて

いるように思われるが、この中には「日本編」は当然ない。青島市の新華書店で、店員に売れてい

るガイドブックだと差し出された２冊（中国旅行出版社版『地球漫歩・日本』2003年、農村読物出

版社版『軽松游世界１・日本就要 玩』2004年）から、中国の観光客から（あるいは中国国民か

ら）日本の観光がどのようにイメージされているのか見てゆこう。

中国旅行出版社版『地球漫歩・日本』においては、いわゆる「日本らしさ」が強調されている。

編集者の巻頭の言葉にも「中国と似ているところを見ると、日本にはとても親しみが持てるのだがー

中略―中国とは違うところ見ると、きっと新奇だと思えるはずです。」と中国文化と似て非なる日本

図21 北九州市の認知度 図22 下関市の認知度

図23 関門地域への観光希望

― ―32



の文化を強調する。また、この編集者は日本をよく「鑑賞」することを薦める。そして「日本を鑑

賞するのには、単に日本の静的な一面ばかりでなく、日本の動的な一面も見る必要がある」という。

静かな文化と自然を誇る日本と、都会的な日本の両方を見ることを薦めているのであるが、どちら

かというと伝統的文化の「日本らしさ」に焦点を当てた編集になっている。従って、このガイドブッ

クには和服姿の日本人の写真が数多く配置され、また神社、仏閣等の名所や富士山等の自然の写真

を多用している。観光地の掲載の順は、東京から大阪までの「ゴールデンルート」の旅程ではなく、

各都市を紹介し、それに付け加える形でそれぞれの周辺の観光地を紹介している。ディズニーラン

ドには１ページ、ユニバーサル・スタジオには２ページしか割かれていない。

一方、農村読物出版社版『軽松游世界１・日本就要 玩』の方は、近代化された日本、アジア

の流行の発信地日本を強調する。編集者の巻頭の言葉には「日本には単に悠久の歴史や風光明媚な

自然景観があるばかりでなく、世界有数の発展したものがある。今やすでに日本はファッション、

電気器具、アニメ等の分野でアジアの風向計である」と書かれている。また、「世界のブランド商品

を買い、世界的なテーマパークで遊ぼう」と説く。またこのガイドブックは東京から大阪までの観

光地をいわゆる「ゴールデンルート」の順に解説している。東京では原宿、渋谷や秋葉原が大きく

取り上げられ、東京ディズニーランドには14ページも使われ、後楽園やサンリオ・ピューロランド

にもそれぞれ２ページづつ使われている。また、変わったところでは「地震博物館」（東京都北区東

十条にある）が６ページにも渡って紹介されている。当然大阪ではユニバーサル・スタジオに10ペー

ジ以上が使われ、また大阪の街の中のどこで最後のショッピングをしたらよいのか細かく紹介され

ている。

以上の２つのガイドブックは、それぞれ中国人観光客が持つ日本に対する２つの典型的なイメー

ジが表象されている。一つはいわゆる「日本的な」伝統文化や自然美であり、一つは現代的な、流

行の発信地としての日本である。前者のガイドブックが「日本的」な景観を「見る」ことを強調し、

後者のガイドブックは流行の最先端で「遊ぶ」ことが強調されていたのであるが、日本に来る中国

人観光客には、この２つの「イメージ」が同居しているのである。このことは、既に述べたように、

左）中国旅行出版社版『地球漫歩・日本』2003年、（右）農村読物出版社版『軽松游世界１・日本就要 玩』2004年
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アンケート結果からも分かる。

Ⅵ.おわりに

中国人の日本観光について、その供給サイド、需要サイド、またその両側をまたぐ形で介在する

ガイドブックというメディアが、どのような日本観光を作り上げようとしているのかを中国側から

見てきた。中国では現在、休暇と可処分所得の増加に加えて、メディアが創造する「文化」と「発

展」のイメージが、人々の観光消費の欲望を増大させている。観光とは場所の「イメージ」の消費

のことであるとＪ・アーリは言っていたが［Urry1995＝2003］、今までは消費の対象であると思われ

ていなかった日本の都市部や農村も、外国人の観光のまなざしを向けられようとしている。外国人

のなかでも、急速に経済発展をとげつつある大国中国の民衆の日本における場所の消費は、日本の

観光業界、あるいは日本社会一般に今後大きなインパクトを与えるであろう。

2002年における日本と中国の入国者数のデータを中国側から見てみると、日本人の中国入国が年

間293万人で香港、マカオ、台湾を除けば第１位であり、同様に中国人の日本への出国は年間76万人

（JNTOのデータによると45万人）とやはり香港、マカオをへの「出国」を除けば第１位である（中

国人の台湾への出国は極めて少ない）［China Tourism Annual Report 2002 China National
 

Tourism Administration］。中国人の日本への出国の多くは商務旅行かもしれないが、もうすでに

かなり多くの中国人が日本を訪れているのである。日本にとっては、中国人観光客は、他の外国人

観光客に比べてまだ多いとは言えない（尹論文を参照のこと）。しかし、先にあげた障害要因が次第

に減少するにつれ、中国人観光客の数は急激に増加すると思われる。先に述べたように、現代では

観光は国や都市のイメージ作りや住民のアイデンティティ作りに欠かすことができない［須藤

2005］。また、そうしたイメージ作りを通して、観光は外国人との交流、そして平和作りにも貢献で

きるのである。また、もうすでに我々の生活がそうであるように、発達した資本主義国に住む人間

の生活に観光は欠かすことができない。我々の日常生活そのものが「場所のイメージ消費」化（＝

観光化）しているからである［須藤2004］。中国都市部に住んでいる日本の人口の約４倍の人々も「場

所のイメージ消費」を日常的に始めるようになるであろう（北京、上海はもとより、大連や青島の

ような都市型観光地は現在既に「場所の消費」に対応した「イメージ」の演出を始めている）。そし

て、その多くは日常から離れた場所である「外国」を「まなざし」の対象とするのであり、中国大

陸の民衆にとって地理的に近い日本はその重要な非日常的「場所」になるに違いない。我々は大陸

からの訪問者を積極的に受け入れる準備を今のうちにしておく必要があるだろう。
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